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ー ま え が 去J

本秘はl963年9月30日～;1.0月11日にニューデリーで開

ii朕されたi詞述FAOの股産物(J，;給予測に関するアジア・
板束専門家会議 (TheFAO Meeting 0£ Experts on 

Ai.:ric11lturnl Projections)における経過ならびに討論内

容を譲俎別に痰約，紹介することをH（内としているが，

最後i•こ会議1}暉地インドの汲近の経済珈iJを特に付記と

して加えてある。

本FAO会議はインド政府の協力により，ニューデリ

ーのヴィギャン・パーパン (ConferenceHo.11)において

1963年9月⑳日からl0月J1「1まで開催された。会i設の主

目的はアジア・極東語国の経済計画沢任担当官，経済研

究機炭の地門家が一鎚1こ会し` (,農i花物の術要，生産，

貿易の長期予汎Iに関する技術的諾問題を討除し，相互に

技術的知識経験を交換し，アジア•極東諾国の経済計·

面で利用されるこれらの紺給予測の手法を改密しようと

することであっ・た。

経済成長の長期展鉗は固家経済計tTui作成の基本的条件

であることは今さらいうまでもないが， ョーロッパ諸国

をはじめとする最近における•l!t界の地域経済統合化への

動きは，単；•こ一国家のみならず各地域内の総体的経済成

長と各産業部門の1屈給パランス分析の煎要性を加速度(1勺

tこ増大させており，各種の固際会議とともにすでにかな

りのl認が即li麟をはじめ・各方面磯紅調から発表

されている。

FAOは特に経済成艮と枇産物のt屈給パランスの問題
を中心に作菜を継続しており，すでにAgriculturalCom-

modities Proj匹 tio'nsfor 1970 (FAO Commodity Re-

view, Special Supplement 1962)を発表した。しかし計

菰経済分析のエッセンスともいえる経済予測分析の技術

的 lヅ 9ールにはまだ多くの改苦すぺき翡Ji直点が残されて

おり，特に理論・技衛的トゥールは現実に入手可能な統
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計デークの侶鋲性，質的内容：こより決定的tこ制約される

場合が多く，また日本を除く東附アジア諸国についてほ，

GNPや人口のデータさえ十分でないものがある。この

統汁デークの制約による理滴・技術的トゥールの間墜は

すべて爽際の作菜においてケース・パイ・ケースに解決

しているのが実情であり，このために要する梢力と苦心

は実I累の作業に従事したものでなくては容易に理解しえ

ないであるう。そのために経裕成及の長期的分析に関与

している各国関係機関の経験と知識の統合と紺墜による

問題解決へのアプローチが国際的に要摂されており，こ

のために炭業祁l'1については FAOと“EconomicCom-

mission for Europe Committee on Agricultural Prob-

Jems"と共椛の「虚産物fli給予測にlrJするヨ...ロッパ4i-

「1家会成」が1963年2月25日～3月1日1こlt鼎され，そ
れに引き続き今回のアジア・極東巧rlJ家会議となったわ

けである。

アジア経済研究所長期成長潤査室も 1962年4月より

「アジア経済の長期展望計画」に従事し-cおり．その技
術的手法と成果には FAO,ECAFEなどの注目をえてい

るが，今l国の FAO会謡には此業ブロジェ、クト担当者の

一員である旅者がtl¥J術の機会に．1はまれたしだいである。

本報告はつぎ(J)r・1次1こしたがって＿喰を進めることにす

る。ー
まえがき

会議の経過l村容

人口と経済成長の予棚

IV :9,；要・予測
暉 A 会議用提tl！報告壬瓢

B 会議出席代表者・機関名

v供給予 illj

VI 貿易予測 l 
予測の首尾一四性と政策作成における 昭和39年
役翡J 3月恐iこ

彊 今後の作業tこ対する勧告
麟の予

贔＊99芯：勁Iij ] 

定

II 
II[ 
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II 
会娘の経過内容

1. 本会議はニューデリーの美しいウ・ィギャン・パー

パンに多数の関係機関参加者を染めてインド小央政府槌

和Swar.inSingh氏によりりり会され． uii会式においては
インド批相をはじめ FAO,ECAF.Eの1!i:任代表者たら

により挨拶があり，経済発展の長期計神i作成における経
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済予測の困要性とその予洞抜術改拘の必要性とともにつ

ぎの3点が強調された。

(l) 仮定された所褐成辰にもとづいて.:.f測された1記要

ないかにして生澁可能性や怠速な栄殺改函政策などと

製航させうるかを研究すること。

(2) 低槃計画により科学的根拠を与えるために幻認

索の投入殺出を計測する技術を発展させること。

(3) ECAFE、地域低開発諸屈1の国際収支の悪化煩府か
．．． 

ら生ずる難問題は国際的努力と協力があってはじめて解

決しうる以上，経済予測がどのような形で岡家貿易目探

を糾整する手段となりうるかを考じることし

以上である。

2. !}り会式につづいて1；りかれた茶話会の後，各機関代

汲渚は会脳，iに移り，ここではまず議長のJI:式選出が行
なわれた。この結果． FAO事務局の内定どおり， G.R. 

Kamat氏（インド食糧股業布次官）， S.R. Sen栂土（イ

ンド計画委且会H邸I),J. I<. Keefer（アメリカ股務{h)

がそれぞれ談長，第 1副議此，第2瀾議長に選出された

（当初は吉樅屈経済企繭庁経済研究所長が第1謂議長に

予定されていたが，健康上の理由により辞退された）。

会談毎は一列半円形の議席をもち，また肘議は出廊岩

のうち議長，各機製代表者，認可された若干の傍1[ii．和こ

限定されて行なわれた。議席には各代表者の名札とマイ

クロホンがおかれ，ガラス張りの隣室は機械係t）やせ｝記
がいて問題ごとに議長の指命をうげた各機関代表者およ

び発苔希磁の代衷者の前のマイクロホンにはその都度赤

ランプが点灯される仕組みになっている。

3. 議長選出に引き続き暫定的議凶が正式に採択さ

れ，さらに各機関代表からECAFE地域諸国について今

まで行なわれた梨棠予測作業の内容，経過，問題点が報

告された；

この報告で特に強蜀された点ほ，（1）各種の政策決定が

将来の紺給型態に及ぼす効采の計測がまだ容易になしえ

ないこと。 (2)部門別プロジニクトと総体径済プロジェク

トとのコンシステンシイがまだ十分でないこと。 (3)良菜

労慟力削大が土地所有規狡に与える影特の分析が必要と

されること。一一士以上であるが， これらはすべて貶架部

1'1と非農架邪門との密接な閲係があってこそ可能なもの
であるから，農業予測が今後さらに他の産業部門，総体

経済との凋述とコンシステンシイをもって行なわれる問

題が未I!t1決であることを提示し—cいる。

4. 10月9日には特別ゼミナールが洲催され，インド

のV.KR.V．恥叫塚士（Director,Institute of Economic 

Growth, University of Delhi), P. S. Loknnathan (Direc-

tor-General, National Council of Applied Economic 

Research, New Delhi以下NCAERと略称），クロップ・

シング氏(PlanningCommission, Gov. of ln<.tia)などの

没か多く 0)専i’'i家，経済fi・I・匝担当l'i'.任者らも参加して活

発な討論が行なわれた。

5. 会議は12日問午前11時から（ただし，筑者も報告

l}作成委員の1人に任命されてからは，午l}ii9時に出所

せねばならなかった）から午後6時半まで，昼食と 113 

2阿（各10分閻）の小休憩峙間を除きぶっ通しに行なわれ

た。この問隙をぬって交旅をきわめた大統領官邸（独立

以前のイギリス総抒官邸）やハイデラパード旧土侯邸に

おけるインドta相の歓迎バーティや， FAOニューデリ
一支局主催のパーティなどが行なわれ，また休日にはア

グラ設光などがインド政府により{il［された。

しかし，それ以外はまさに多忙をきわめ，湖，政府の

車（ただしジーープ）がわれわれ代表をホテルからひるい，

柱食時間にはまた合乗りでホテルに送られ，まだ」がい季

節なのでシャワーをあび，汗になった下舒をとりかえて

昼食をいそいでとると，枇tこなる閻もなくジープがきて

会議所にかけつけるという状態であった。またようやく

激しい討論を終えて夕刻畑ると，休む間もなく夜おそく

まで明日の議題に関する準伽やステートメントを作成す

るというようように，央に体力を要するきつい会議であ

った。

インド側は地元だけに一流の専門家を!JS＆ら，入れ代わ

り交代でせめてくるが，外匡側は罪勢で交代がきかない

ので1日ごとに疲労の色が強しくなるのがみられた。

会謡を通じて特に感じた1:1)象は本秘の汲後1こゆずると

して，つき芯われわれの討論内容を議昭別に紹介するこ

とにしたい。

皿 人口と経済成長予泄1の描成

1..人口予測

(1) 人口予前］の前捉となる「仮定条件」は，食糧孟亜

と農業の労横生産性の長｝oi予柳jの扮合，大きく彩特する
ので，この仮条件は今後約密な再検討を災する。 ECAFE

諧国における出生データの欠陥により，人口予測に必要

tc主要統計は人ロセンサスにある性・年齢別分配デーク

やサンプル閻企から入手しなくてはならない。大蔀分の

ECAFF、語I固では，たとえ死亡が低下しても出生は長期

似lにわたり沿爽tこ削大Lているので，特殊出生率と特殊

死亡率の現在値を年齢グループ別l'こ推計するためには計I!
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安定的人ロモデルを適用できる。問題はこれら現在の率

を将来へのばして予測することである。

(2) 死亡率の予測は渕係賭国の過去の実敏塩勢の分析

と死亡の主原因と保処・医派サービスに関する政府政策

を考慮に入れることiてよりかなり確哭な根拠tこ抽づいて

行なわれている。このようにして分析すると ECAFE地

域の大部分の後巡国では，平均余命は今後10~20年間に

わたり，半年ごとに増加すると仮定する•ことは妥当と思

われる。

{3) 出生の予測は死亡の予測よりも困雖であり，

ECAFE地域の後進国1・こついては，今のところ出生率の

大きい低下を示す統計的証拠はまだない。インドなどで

は政府が出生の引き下げ政策をとっているが， 19枇紀の

ヨーロッパと戦後の日本の経験のいずれもこの政策が将

米に与える彫務を推計するためには役立たない。

(4) 出生率が現実的仮定tこ基づいて予測されているか

ぎり，これtこたとえば上限，下限というように1淵をもた・

しても 5~10年程度のJUj問 I•こわたる人口予測では結果tこ

大差は生じないから，この湯合の臭業予測は単一の人口

予測をペースとすることで十分である。しかし，予測期

問が20~25年以上の場合には輻をもたせた人口予測が必

要であろう。ここで各種の出生率仮定を政府の産児制限

政策に結びつける必要が感じられるが，かかる政策の影

忽をSi•品的に推計することは，現在の技術では困難であ

る。

(6) インドの TheOffice of the Registrar General 

und Census Commissioner の説明によると•インドの

出生率は現在の1000人当たり195人から1970年には175人

197眸には 145人口低下し，人口増加率は1960年間には

若干増加を続け， 1970年には2.4%のヒ°ークに逹してか

ら以後減少し， 1976年には2.2％に低下すると推計され

る。この仮設によれば． 1970年代になってから初めて，

出生率と死亡ホの低下が相殺されることになる。

{6) 今後10年問の出生率の予想される低下が槃骰なこ

とからみて，年齢別人口の分祀が大節に変化することは

ないであろう。したがって，：：の要因は現在まで食粗術

要の予測には考應されていない。

(7) 都市／農村人口の比率はECAFE地域各国とも多

·様である。•たとえば，インドでは1940年代の急速な都市

化以後，総人口に対する都市人口の比率は1950年代にtま

比較的級骰tこ坪1大した。現在，都市1こは余別労懺力があ

るので，インドのエ梁化のテンボからみて， 1960年代:・:.

は1950年代よりももっと急逃な都市化を刺激するよう
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な要因ー］砧用の機会ーが創出されることはないとみられ

る。

2. 経済成長の総体的フレームワーク

(8) まずECAFE事務局提出の 2部1'り（幽業と非戯菜
部門）モデルをめぐって激論が展叫されたが，結局， 2

部門モデルはつぎの語点に注意を集中するためには有用

であると結論された。すなわち，（a)生産増大における投

沢の役割と部門別投衣配分問題，（b)各部門で必要とする

労嗚且と工業化の進殷に伴い，必要とされる貶業部門か

らの移動労拗祉，（c）国際収支を考感に入れた 1部門の生

産と他部門におけるこの生産に対する需要との問の均

衡，（d）国内貯喘外貨，訓錬されたスタッフの人数， 11il

度的樅造などの制約要因が経済成長に与える影榜ーー以

上である。

(9) 国際比校のクロス・セクションとllS系列データは

GNPの成長率に対する部門別成長率を推計する有用な

手引きとなる。しかし外国致易を別とすれば，この方法

はおそらく需要の所得弾性値を使ったも9のと同様な結果

をもたらすと思われる。

〇〇 殷棠予測に用いる総体モデルの目 (I~］は，．股股物の

甜要，生産，貿易の絆細な予測ができる主要尺艇の首尾

ー賞した推計を提供することである。梨産物の最終沿要

予測は主に人口， 1人当たり私的消伐，各屈産物の甜要

弾性値などの予測に茄づく点，各代表の見解が一致し

た。・派生面要，痰業投安宙要の予測には産業述関的アプ

ローチが必要と思われる。

仰股業部門の分割の妓適疫は先験的には決定できな

い。前業ベースの低業と自給農業，プランテーションと

零細批菜などは行勅と反応の型態が述うので18'.別する必

要がある。必要欣小限の分割は食祝生産部門と原材料生

座部門である。燃料，肥料，農菜用具などの投咬財供給

逝梁は，此菜原料加工産業と同様に卯1個に扱われるべき

である。その他の産業はすぺて統一化できる。したがっ

て，同様な投狩構造をもつ此業活勁もまた統一化でき

るc

⑫ 最終箭要と中iiilf硲要を綿密に予測した次には，総

体モデルから得た全体的指楳との首尾ー→煎位を検討する

必要がある。もし両者の問に大きな差媒があれば，この

一乎質性が得られるまで， くり返し以上の分析過程を試み

ることである。投入臨l.tJIマトリックスはこの一気性の検

討1こは使利な手段である。マトリックスふ蜘級；Sよ
I• うイアンギユう一

び三角形様式が計・窃作業を！府索化し，多くのECAFE踏

賦の特徴であるデータの欠陥という問題を補てんするた
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めに有用である。

閥 モデルの妥当性のテストはそれが農梁リf靡政策の

作成に布｝l）か否かという点にある。 Lたがって，モデル

はデークの許容箇囲内で常に戯・棠開発に戦略的である変

数を示し，またこれらの変数が股産物貿易と総体的経済

政策における特殊な変化に対してもつ反応の廊合いを示

すものでなくてはならない。

m 需要予測

1. データの問題点

⑭ E~AFE 地城で最近行なわれた缶要分析は，ほと

んどサンプル網査デークに基づいている。日本のものは

もちろんインドの消股調査も，多くの先進国にあるサン

ブ）レ調査データに匹敵する戯宮な情報を提供するもので

ある。バキスクンでもかなりの家計データが収集されて

いる。

斡 インドでは，消股デークは1951年以降NSS(Nati-

onal Sample Survey) iこより， tこいたい述絞的に収梨さ

れて，すでに多くの結果が公刊されている。このデータ

は主に支出額に関係するものであるが，若千の品目tこっ

いては数批的デークも含まれているc家計調査データは

その他NCAERなどの機関によっても収集されている。

日本では， 1951~62年の全期間iこわた・り迎統性をもつ支

出亜・価格・支出額に関するデータが公刊されている。

バキスクンでも1959年r．同様な作業が始まり，所得・
支出および消既デークが NSSにより定期的に収ugされ
ており，そのうち三つの謁近結果が出版されている。

〇＄ セイロン，フィ，，リピン，台湾などについては，ぃ

くつかの家計調査が行なわれてきたが，いずれも述統性

をもっていない。

各機関代表者が特に望むことは，支出額と購入蘇を示

す規則的消毀調査が推進されることである。なぜなら，

この様式の調迂氏 (aW成色の時点および特定の時期を通

じて消1tに影勝する諸要因，（b）都市と炎村の人口の消牧
水地をtl•澗する基礁 (c)商品パランス・アプローチから

得られた国民消股データの推計値の検証ーーなどを提供

するからである。

nり術要分析に全国年平均の時系列デークを用いる方
法には，つぎの制約条件がある。すなわち，第 1に，十

分に信頼できて比較が可能な連続性をもつデークは2~

3年にわたる分しかないこと。第2に，所得以外の諸要

困一ー特に相対価格一ーが甜要函数の中に就入されなく

てはならない。

したがって， fl渡派数における係放(ijljl性（!り）の探郡似
並0)許・容範囲がごく小さいこと。この測定の難しさt:l:.,

日木を除く ECAFE地域，i叫の対象JPllblにおける 1人当

たり所得の成長が，針沙であることにより強められてい

る。それで 1人当たり消戦水郡のランダム誤差は消1しの
変化全体において，あまりにも大きな祁分を示すであろ

う。

第 3 に，紺·婆•生産間の相互作用は斉次推定方程式ア

プローチの使用を必要と・するかもしれないこと。

以上の理山から，時糸列データは主にクロス・セクシ

aン分析の結果を検証する手段となり，またおそらく，

クロス・セクション分析に基づく時系列データから所得

効果を除去して，所得以外の要因（特に価格）の効果を計

測する手段となるであろう。つぎに論ずることは主に家

計謁在デークの分析から生ずる諸問題に関係しているQ

2. 需要函数型

⑱ f届要函数型は両対数型が最も一般的である。しか

し必術財については所得水郎の上昇につれて所得弾性値

がかなり減少している湯合が認められ，インド，日本で

は半対数型が使用されている。しかしこれでも日本の米

の儒要型態を説明できない。そこで裔要の飽和点を考感

に入れた log-inverseの使用が考えられる。

⑲ フィッティング

叩要函数型のフイッテングの妥当性を検討するために'

はまずグラフ化して検討すること。また巌小自乗法によ

り計鍔し，相関係数と楳討暉諒の両者によって判断する

ことが必要である（もちろんこれらはアジア経済研究所

のように祖子計符機を用いる場合には相関係数もぼ準偏

差も同時に符出されるので岡阻は生じない）。

3・. 所得弾性値

OO家 Kt調査データによると，所得の上昇とともに商

品の消狭盈も支出も上昇することがわかる。支出弾性値

は数砒弾性値よりも麻く，．この両老の差は質弾性組と考

えられ，被類の場合，低級財から古級財への移行，代替

関係を示す。もし僑要がたとえばトン表示の生産目標を

評価するべく予測される場合には，数．飛弾性値を用いる

ペきで支出弾性値は不適である。

⑳数紐弾性値のみに基づく．予測は農梁粗所得の推計

を過小評価するかもしれない。ーーなぜなら股業者は雑

穀を小女にかえたり，低級小麦を商級小麦に代替さ生る

ことにより，利益を褐る可能性があるからである。・しか

し勿論低級財から高級財への転換に要する1．肘用も同時に
考廊されなくてはならない。
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四家計濶査（例：インドのNSS)は消即おではなく

支出囃i表示で行なわれている。この支II.i弾性飢iを支tii

額と数品の両者の梢1防データが得られる濶在により推計
した質弾性(1Wこ枯づいて潤整する必要がある。ィンドの

ISIの最近の研究では質弾性値はだいたい殺類0.15,吝

産物0.25となっている。

4． 可処分所得と個人総支出に関する弾性値
因可処分所得tこ対する貯器弾性値は1以上なので，

所与の品目に対する術要の弾性値は，家計調査データで

いつも行なわれているように個人総梢股によるものより

も可処分所得を説明変数とする弾性値の方が低い。した

がって，孟要が可処分所得の予測成長率に基づいて予測

される場合，この潤整をする必要がある。また国家経済

計画者により与えられうる総僻人消骰の成長予測に基づ

いて需要予測をすることはさけるほうがよい。ただし，

この手法も財政金融政策により貯苓性向が大きく左右さ

れる計匝経済においてはと考えられる。

5． 対象期間を異にするクロス・セクション
齢 インドでは所与の品目1こついてのいく．つかの関査

で符出された所得弾性（直と人ログ）レープはかなり安定的

で，大部分の扮合，この差はあまり菰大でないと確信で

きる。しかし都市と品村に分サて分析すると，両者の差

異~t.署しく大きい。殺類では NSS からとれる支出弾性

俯は品村0.6,蔀市0.3に近い。 NCAERの調査による数

班弾性但ほ若干の殻類tこついてはもっと1氏く，この NSS

とNCAERによな弾性値の差ほ質弾性値では全然説明で

きないものである。

因 日本では過去10年間における 1人当たり所得の成

長が急激で，必需財の所得弾性値がゼロtこなっている。

しかしこれは需要函数のパラメーターの値の変化を慈味

しない。これは所得が急地した場合，弾性値が累進的に

低下する特殊な函数型を用いる必要性を示している。

6.．時系列禅性値とクロス・セクション禅性値・

箇 「純J所想効果は，サンプル批術の送切な階岡別化

i•こより，また所得以外の要因をすぺて除去した後で測定

できる。しかし，もし所得以外の要因の効果が別僭に予

泥できるならば1人当たり需要は純所得効果に茄づき正

確tこ予測できる（もしできない湯合は，所得と過去およ

び将来の予測期間において所得と関逃する所得以外の諾

要因の結合効果を示す非純所得弾性値を用いるべきであ

る）。

効所得以外の瑛因の効果を分析する方法の一つは，

対象畑問内の回帰直線の中におこる変化を分析すること

I IO 

である。もしこの変化が怒しくなければ，すぺてのクロ

ス・セクシコンを統合することが所得弾性値の最祢の推

計をもたらすであろう。もし異なる局面における1叫婦直

線の中における変化が大きい場合には，この理論的説朋

が必要で，これは予測分析の中で考廊されねばならな

い。もう一つのアプローチはクロス・セクション弾性値

を全国平均の時系列弾性値とを上述のような条件つき団

妍方程式を用いてlt絞することである。

偽 以上の問題に関してはまだ十分な業絞がでていな

いが，調査を継続完成することtこより，ィンド，日本お

よびバキスタンのデークのの調査研究には多くの期待が

もてよう。

7. 国際比較分析

因家計湖査や各年次の国民泄毀水辿から得た多数の

結果を比較することにより，広範な商品群に対する術要

函数は一般に多くの有効な特徴をもっており，これはデ

ータのない国の所得弾性値推計のために有益な指標とな

るであろう。

凶 過去80年1目における日本の食糧甜要の所得弾性値

の変化ーー19枇紀末までは弾性(dは約0.75で，他の同じ

所得水部をもつ国の伯とだいたい同水針りである。 1910~

40年の問に弾性｛直は約0.25に下ったが， これは匡際比較

分析から予期されるものよりは，はるかに低い値である。

193呻までの急激な経済成長に関遮したこの低い弾性値

を反映して．戦前の日本の食糧支出t:.同等な所得水準の
他の諸醐こ比ぺて著しく低かった。 1950年代の所得邪性

値は約0.6に上昇し，食益支出型隙は過去10年以上の問

iゴ頂薯・な変化を示し，さら1ここの動向は196碑こ代も継続

するもと考えられる。所得弾性位におけるこの変化は日

本の社会・政浩棉迩変動の綿密な分析をしなくては説明

できない。 1910~30年の問におこった急激な経済成長i：：

もかかわらず，日本の社会構造はごく安定的で，その結

果，食栂支出型態はごく級悛に変化した。

しかし1戦後の社会大変勁ととも｝こ，所得増大に対する

食紐痛要の反応ほ少なくとも匡際比較分析から予期され

うるのと同様tこ，またおそらくそれ以上に大きかった。

釧需要分析はたいてい，時系列分析よりク Fス・セ

クション分析に基づいているので，価格弾性値に関する

知談は非常に限られているのが現状である。しかし正確

な需要の所得弾性低の推計には不変価格で行なう必要が

あるから）価格変化を通じての調照がどこまでできるか，

また政策者が価格操作により消股型態をどのように調整

できるかを知る必要がある。
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僻 価格弾性値のデータがない場合は，もし対g嘩品

が特に大きい代耕品をもt7'ぬ楊合は，旗接の価格弾性f1fi

；幻所褐弾性値とは逆の絶対像に近い。もし密接なl恩係を

もつ代替品があれば，価格弥性i直の絶対値は所得弾性値
のそれよりも若千高目である。したがって米の価格弘i性

値は全殺預のそれより益く，特殊品質の米の価格弾性値

は米全体のそれよりも高い。・

僻価格弾性値の実際の計符には適切な価格指数を

得ることが先決r品国である。俯素化のために商品の価格
は，それと密接関係l•こある代替商品の価格により処理す

る場合がある。数力年を時系列的にカパーする述統的ク

ロス・セクシ 9ン・サンプルからなる四半期ごとのデー

クによりffili格弾性値を計符する可能性が論じられたが，

日本の都市説在のデークは以上の分析に手がかりを与え

うると思われる。

斡 価格変化に対する紺要の反応の計測は貶村より都

市のほうが容易である。此村では価格弾力性は生産物の

価格と価格変化に対する供給反応から生ずる所得効染に

より不明確化されてしまう。さらに都市と設村の食粗甜

要の価格弾力性を比較する場合，阪売マージンとその硬

直性を考慮すぺきである。

8. 需要予測の統計的フレームワーク

アジア・極東地域では需要予測は商品バランス表 (1

商品または商品グ）レープの生産，愉出入，商品の主な蚊

終用途を示す。 3カ年平均表示が望ましい）の形で行な

われる。このパランスは一般に主要設産物の数証表示で，

パンを穀頚表示するというように換符要素を用いる。

困需要はまた詳細な家tt（消 1.l!i) 調在I•こ示されるよ

うな最終消1しを示す詳細な投入産出マトリックスによっ
ても予測できる（たとえばフィリピンの家計潤査では，製

紛穀類，バン類．めん類などは別偲に予測されている）。

紺 都市と此村人口の術要予測は両者問の消1牧の絶対
水準と所得弾性値の差にかんがみ，別個に行なうほうが

よい（インドの例）。この方法は都市化による消股型態の

変化を反映するとともに，急速な都市化を経験している

諸国の食糧マーケッティングに必要な発展を示すもので

ある。

節 しかし祁市と批村の寄要を別個に推計するために

必要なデータ ~t ECAFE地域の大部分の国！•こないのが実

梢である。すなわち消股の都市と批村問の分割は食根パ

ランス表にも国民計邪にもない国がほとんどであり，ま

た需要函数は家計調在が都市と農村に分けて行なわれた

国についてのみ可能である。また都市と農村に区別した

人口と 1人当たり所得成長平の予測に関しては，都市化

率はĴ．梨化計画を十分考惑すれば，過去の恩勢から外挿

できる。しかし所得の予測はセククー・モデルをmいな
くてしま不可能である。インドの予測では， 1人当たり梢

股I9まこの二つのセククーにおいて同率でのひ・ると仮定し

ている6この仮定は過去10年問にわたる家計閥在に話づ

いているが，多分に社会絢衡の維持をねらう政策的なも

のがあると思われる。

肉 直接的園内紺要の予測ー一所得効果， 1人当たり

岱要に対する所得効果は選定された紺要雨数iこより阻接

に予測できる。二つのパラメーターをも函数では，困要

予測値指数の水準は基訂q年次の所得弾性値の選定と適切

な舒,j要函数 (log-log,semi-log, log-inverseなど）の選定

と仮定された 1人当たり所得の指数により決定する。ま

た蚊適の盃要函数の選定と所得弾性（紅の最終的選定には

「判断力」が必要であること，他の国で入手Lた成果は各

国別事俯を考廊して逸当に修正すれば，その国にとって

も有用な指尿となりうることが肘論で特に強闊された。

街要函数の選定は 1人当たり所得の成長が低少な場合

にはあまり重大問題でないが，日本の所得倍硝計画やイ

ンドの計画委員会の予洞に仮定されているような大幅な

成長の場合は誼大となる。

69 所得分配の変化が泊1躇型態に与える効果を測定す
る問題は特に注慈；をうけたが， より平等な所得分配は朋

らかに必箭財に対する甜要のより急述な成長と奢移財の

需要増大を慈味しよう。所得分況の変化を数紐的に梢密

に予測することは困難だが，所得分配型熊の一つの仮定

により需要型癌がどう変化するかを推計する実験が現在

ィンドで行なわれている。

00 l人当たり乎均宙要祉に影愕を与える所得と価格

以外の要因として「嗜好」の変化がある。この効果を計

測するために趨勢要因を用いることはあまり感心した技

術ではない。嗜好はその地域の樅習，家族規模，戟梁，

教育水池などの諸要因により条件づけられる。このうち

若干のものだけが統計的it襴が可梃である。都市化の影

特を評価する手法はすでに述ぺた。また連続的家計調査

データは適切tこ附屈別化されれば，さらにその他の要因

の効果を計測する基梃をもたらすことができる。

9. 栄蓑政策

仰 以上に論じた経済的考應に基づいて予測された食

租消践型態は一つの目楳としてではなく・,食事の栄遊価

をより急速に改笞する方法をより便宜的に考える手がか

りとして考えられるぺきである。したがって消股者選好

I I I 
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に反映した：屈嬰澤数：tご邸づいて予測された食れ晶凄のデ

ークば社満糾J栄投索に換符されなくてはならない。

{I~ 甚紺ilulItiiの食’l渭成は，所与の食｀柑t,1村を i, l人

1日当たり供給i'［能rtを栄投―ょ目で表示したマトリック
ス Nijで示される。 FAOで作成されている食糀パラン

ス表からはカロリー，盗白弧ll甘肪に関する必要テ‘ータが

得られるが，これは今後さらにアミノ酸，鉱物質， ピタ

ミンなどの栄狼索の表示も加え補足される必要がある。
yi' 

もし—一;··が 1 食視品（あるいは食柑品グループ） iのy1 
1人当たり叩要の増加分を示すとすると，ペクトルー．．yi' 

yl 
とマトリックス Nijを漿じたものは，経済予測により推

計された食事の栄？f索予測値を示すペクトルNりとなる。

栄投改替に対する主な制約条件は栄沿源入手に要する

喪用であるから，推定方程式にこの要因を明白に含める

ことが便利であろう。すなわち，相対価格不変の仮定の

下にマトリックスNijに基即0JIiりの食事に占める各食柑

品 iでの相対1t用を示す項目を加えれば，基邸期間の食
り’iに関述した食1門予測伯を示す新しい要因が，ペクトル

Nりの中に現われてくる。

もしペクトルNりが栄投学者により示される望ましい

必要栄沢岱： Nj；名に一致しないならば，問題は Nりと

N’那の問のギャップをゼばめるため｝こ考えられる政策

の効果を推定することである。消股者遥好はかならずし

も必要栄近位とは一致しない点注意を要する。たとえば

所得弾性値はミルクや肉のような栄没価の高い食糧品に

ついてほ翫いが，豆と砂演については豆のほうが，ずっ

と栄1引汁価が窃いのに所得弾性値は逆に豆のほうがずっと

低い。それゆえに，食椋洞股目様の設定｝ま消1厖者遥好（ペ
クトル N'ij)と栄設必要批（ペクトル N'ij屯）との間の

妥結点から出発せねばならない。このような目椋設定と

この目揉迎成必要手段の決定には栄没学者，経済学者，

此梁学者および，行政毀任者の問における緊急な協力が

必要である。またi11し者遥好を考廊した＇）ニア・プログ
ラ:ングは最小数用の食甜を筏出する有月なトゥールと

なりうる（これは IndianInstitute of Agricultural 

Research Sはtisticsにより試みられた）。

⑬ 所得成長に函づいて予測された喬要を食事の栄没

価をより急速に改幣するために腔整する手法についてつ

ぎの討論が行なわれた。

(a.) 栄強教育による消毀者退好の修正

長期的にみて最も効果的な方法は，子供たちに新しい

食習iftを採用するよう|こさせることである。たとえば日

本ではミルクヘの呼好は戦後の学校給食計画の結果，大
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いに発達した。子供たちの食1咄'td)渡化t:t．しだいに家

族全i1に拡張される町f店性がある。
(b) ~11対価格構追の調盤

糾 食様品の多くはfili格変化にはかなり哺りJ[Iりなの

で．ある物品税を引き．Kげ，他の物品の1阪売9こ補助金(1i
の物品税）を与えることにより伐物消毀型慇（特に都市

の）に実質的影特をかえることができよう。 n11料者が強

・い遠好をもつ商品に対する課税には政治的限界があるの

で，蒻い所得弾力性と低い栄裕価をもつ商品の絶対梢毀

水訊！の引き下げよりも，むしろその消1剌府大の引き下げ
を目的とする政策が妥当となる。も L栄没政策が時誼を

得て施行されれば，低栄沿価の商品の梢'1雑tft料の削出は

防lkできる。

(c) 供給に対する介入

⑯紺要は供給条件により影勝されることが多い。た

とえば日本の梢収は米の供給不足とアメリカからの小女

供給により米から小麦へ大きく移行した。かく Lて政府

は生産と愉入の選択的拡張政策により，食密t’tに影務を

与えることができた。供給あるいは価格に対する介入は

密接に結びついている。なぜなら，術給均衡0パ釘Eは{11li
格変化によりもたらされるからである。・

g~ 破頬と畜産物との代替t3.，栄投上は望ましいが，
低位の時買力水準のためにECAFE地域の多くの国では

急速な発展は不可能である。しかし食事の質は各地方に

栽培しうる適当な粕物狩源（豆など）により食ijftt.欠け

ている特殊ァミノ酸を加えることで改密されることが多

い。

都rli人口tこついては送切十分な阪光路の重要性が特に

強悶された。

(<l) 病弱者に対する食龍分配と食物加工に関する立法

⑰ 病弱者に対する食糧分配・:t保姪調査を行なえば敢

も効果的に行なわれうる。食物加工にlilする逸切な立法

の利点も注意；•こ値する。たとえば低栄追価の食物に力）レ
シウムやピタミンなどを加えて加工するなどである。

⑱ 穀類の派生術疫の主な要素は，種子，飼料，減槌

分，在印変勁である。種子の派生甜要の予測は作付け而

戟の予測に依存し，減捉分i,t生産総盈の固定比率と考え
”4ブ94 :, 、ウフアー

られている。在印についてtt流通在印と緩衡在即との区

別がなされる。一般に緩術在皿糾価格安定装骰，流通在

叩は泄生施1こ、比例的なものと考えられる。

偶小規模の畜産染をもつ索々でほ飼料の大部分は他

の活動の副産物である。しかしこの地域の密産物の大糾

なWI庶魯l•雨にかんがみ，飼料は穀釈の総需要の中の狙淡
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なりil•1 をなしていなたとえば，ィンド(/)fiJ，1料4:．釈::J:、放

貨i総11.:．i彰り12％から197(）年にはl6%，l976年にはl8％に

jfikするとJり］待されている。伽J科必咬htの予iJ!IIは甘渭澤

に対する計測II探から引き/IIさなくてはならぬし，また

各飼料問の代替問題により：扮えられるぺきである。この

ためにほ裕脱架を各手「！の節｝料！：：：限述させるマト '1ックス

を用いる必要がある。

闊載維のi},｝要予測も同様なllll題をもち、各種の競介

琺維iこ主な最終用途を述1洲させるマトリックスを始刹i年

次にI悶Lて構成することおよび各桶0)競合紘錐liりの代杵

の可能性の分析‘{4必痰とする。
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